
第３章 認知症施策の推進と高齢者の尊厳の確保

認知症になってもできる限り住み慣れた地域で社会参画しながら尊厳を保持しつつ希望を持って地

域の人々とともに暮らし続けることができる社会を目指し，認知症の人の状態に応じて切れ目のない

サービスの提供を行うこと，国及び市町村の施策との連携を図ること，認知症の人や家族の視点を重

視することを基本としつつ，総合的に認知症施策を推進します。

第１節 認知症の現状と課題

１ 認知症高齢者等の数について

令和５年10月１日現在，本県の要介護（要支援）認定者のうち，見守り等が必要な認知症の症状

が見られる（認知症高齢者の日常生活自立度ランクⅡ以上）高齢者は62,882人で，65歳以上の要介

護（要支援）認定者の約６割を占めています。

また，認知症の症状が見られる40歳以上64歳以下の人は566人で，要介護（要支援）認定者の約

４割を占めています。

【図表３－１－１】要介護（要支援）認定者における認知症高齢者の日常生活自立度別の状況

（単位：人）

[県高齢者生き生き推進課調べ]

（参考）認知症高齢者の日常生活自立度

本県の高齢者の将来推計を見ると，2025(令和７)年頃までは65歳以上の人口は増加し，2035(令

和17)年頃までは75歳以上の高齢者は増加し続けることが見込まれていますので，認知症高齢者数

は今後増加していくことが予想されます。

国の推計によると，認知症の人の数は，2012(平成24)年で約462万人とされ，65歳以上高齢者の

約７人に１人とされています。また，この数は高齢化の進展に伴いさらに増加が見込まれており，

2025(令和７)年には約700万人前後となり，65歳以上高齢者の約５人に１人となる見込みとなって

います。

ランクⅠ

ランクⅡ

ランクⅢ

ランクⅣ

ランクＭ

何らかの認知症を有するが，サービスの活用等により一人暮らしも可能

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられても，誰かが注意
していれば自立できる。

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さがみられ，介護を必要とする。

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻回にみられ，常に介護を必
要とする。

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患がみられ，専門医療を必要とする。

ランクⅡ以上

（再掲）

23,336 40,156 17,574 4,939 213 62,882

(23.3%) (40.0%) (17.5%) (4.9%) (0.2%) (62.7%)

454 347 129 81 9 566

(30.8%) (23.6%) (8.8%) (5.5%) (0.6%) (38.4%)
40～64歳 480,129 1,473

※要介護(要支援)認定者については，令和５年10月31日現在
※人口については，令和４年10月１日推計

認知症高齢者の日常生活自立度

ランクⅠ ランクⅡ ランクⅢ ランクⅣ ランクＭ

65歳以上 511,720 100,273

年齢区分 人口
要介護

（要支援）

認定者
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２ 本県の認知症の人等を取り巻く現状

⑴ 要介護の主な原因となっている認知症

高齢者等実態調査によると，在宅要介護者の介護・介助が必要となった主な原因は，認知症

21.7％，骨折転倒20.7％，脳卒中17.0％，高齢による衰弱16.6％となっています。

また，一般高齢者を対象とした同調査では，「認知症」について不安だと回答した人が約８割

で，そのうち「自分や家族が認知症にならないか心配である」と回答した人が47.2％となってい

ます。

なお，同調査によると，介護予防について認知症予防や支援に関する取組の強化を希望すると

回答した高齢者が約５割となっています。

【図表３－１－２】要介護状態の主な原因（複数回答）

[高齢者等実態調査]

【図表３－１－３】認知症に対する不安・心配事の内容（複数回答）

[高齢者等実態調査]

47.2%

23.8%

21.3%

13.8%

6.4%

3.8%

17.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

自分や家族が認知症にならないか心配

認知症になったときの対応や

介護の仕方がわからない

自分のことで，最近「もの忘れ」があり

認知症ではないかと心配である

家族のことで，最近「もの忘れ」が多くなるなど

「おかしいな？」と感じるが，単なる

「もの忘れ」なのか，認知症なのかわからない

心配事を相談したくても

どこに相談したらよいかわからない

その他

不安なことや心配なことはない

一般高齢者 N=26,173

(46.4%)

(22.1%)

(20.4%)

(12.5%)

(6.5%)

(4.0%)

(17.2%)

※（）内は前回(R元年度)調査結果
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■各論 第３章 第１節■

【図表３－１－４】介護予防について強化してほしい取組

[高齢者等実態調査]

⑵ 認知症の医療相談・鑑別診断等の状況

県内12か所に設置された認知症疾患医療センターにおける令和４年度の相談件数は9,407件，

鑑別診断件数は2,288件となっています。

また，令和４年度の，鑑別診断の結果では，アルツハイマー型認知症が最も多く53.3％，次い

で血管性認知症が8.2％となっています。

認知症については，原因疾患を特定することで症状を改善したり，進行を遅らせることが可能

である場合があるため，早期診断・早期対応が重要となっています。

地域においては，認知症の人等に適切に対応していくため，認知症の相談を受ける認知症疾患

医療センター，もの忘れの相談ができる医師，認知症サポート医，認知症初期集中支援チーム等

による支援体制を強化していくことや，認知症の人への対応の機会が多い医療専門職等の認知症

対応力の向上を図ることが必要です。

【図表３－１－５】認知症疾患医療センターの相談・鑑別診断件数 （単位：件）

[県高齢者生き生き推進課調べ]

55.5%

32.6%

16.5%

25.9%

48.3%

16.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

運動・転倒予防に関すること

栄養改善に関すること

口腔機能向上に関すること

閉じこもりの予防・支援に関すること

認知症の予防・支援に関すること

うつ病の予防・支援に関すること

一般高齢者 N=26,173

(16.1%)

(46.8%)

(27.1%)

(15.0%)

(30.6%)

(52.0%)

※（）内は令和元年度調査結果

R２年度

(11ｾﾝﾀｰ)

R３年度

(11ｾﾝﾀｰ)

R４年度

(12ｾﾝﾀｰ)

医療相談 6,922 9,854 9,407

鑑別診断 2,353 2,339 2,288
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■各論 第３章 第１節■

【図表３－１－６】認知症疾患医療センターでの鑑別診断内訳（令和４年度）

[認知症疾患医療センター鑑別診断状況調査]

⑶ 認知症高齢者に係るサービス提供状況

県内の認知症ケアに関する主な介護サービス指定事業所として，令和５年10月１日現在，認知

症グループホーム（認知症対応型共同生活介護）が389か所，認知症対応型通所介護が57か所，

小規模多機能型居宅介護が127か所あり，このほか，訪問介護サービス事業所，短期入所生活介

護事業所，指定介護老人福祉施設，介護老人保健施設等があります。

高齢者等実態調査結果によると，介護を受けるようになった場合，どのような介護を受けたい

かについて，約７割の高齢者が自宅での介護を希望していることから，可能な限り住み慣れた地

域で暮らし続けていけるよう適切な介護保険・福祉サービスや地域資源を活用し，認知症の人や

その家族を支援していく必要があります。

【図表３－１－７】自分はどんな介護を受けたいか

[高齢者等実態調査調査]

⑷ 認知症の入院患者の状況

県内の精神科病院の認知症入院患者数（令和４年６月末現在）は2,431人で近年は横ばいで推

移しています。

また，令和４年６月末現在の調査結果によると，精神科病院の認知症入院者のうち55.9％が１

年以上の入院となっており，認知症の人が住み慣れた地域で生活することが困難な状況がうかが

えます。

こうしたことから，県障害福祉計画（第７期：令和６年度から令和８年度）においても，国の

方針に基づき入院期間が１年以上の長期入院者の減少等を成果目標として設定し，諸施策に取り

組んでいくこととしています。

12.0%

27.8%

33.2%

6.7%

11.2%

9.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

自宅で家族中心の介護を受けたい

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせた

介護を受けたい

家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば

自宅で介護を受けたい

有料老人ホームや高齢者向けの住宅に引っ越して介護を

受けたい

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

無回答

一般高齢者 N=26,173

73.0%

(64.9%)

(28.3%)

(12.8%)

(23.8%)

(6.2%)

(10.4%)

(11.0%) ※( )内は令和元年度調査結果

アルツハイマー型認知症

53.3%

血管性認知症

8.2%

レビｰ小体型認知症

2.6%

前頭側頭型

認知症 2.5%

その他の認知症

8.3%

認知症以外

25.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【図表３－１－８】精神科病院での認知症入院患者数

[厚生労働省精神保健福祉資料（６３０調査）を基に県高齢者生き生き推進課作成]

【図表３－１－９】令和４年６月末現在の精神科病院の在院患者数 （単位：人）

[厚生労働省精神保健福祉資料（６３０調査）を基に県高齢者生き生き推進課作成]

⑸ 認知症が原因で行方不明となる高齢者等の状況

県警の調査によると，令和４年中に認知症が疑われる行方不明者届の受理数は，160件となっ

ています。地域社会全体で認知症の人等を支えるため，行政サービスだけでなく，地域の互助を

最大限活用し，関係団体と連携しながら，見守り体制を構築していく必要があります。

【図表３－１－10】認知症が疑われる行方不明者の状況（県内）

[県警察本部資料を基に県高齢者生き生き推進課作成]

⑹ 地域における相談の状況

令和４年度の公益社団法人認知症の人と家族の会鹿児島県支部や地域包括支援センターへの相

談については，「介護に関すること」，「制度・サービス・施設について」，「認知症ではないか」

等の相談が多く寄せられています。

一方で，高齢者等実態調査結果によると，65歳以上で約42％の方が，65歳未満で約45％の方が，

認知症の相談窓口を知らないと回答しており，相談窓口等の周知徹底を図る必要があります。

1,914
2,054

2,133
2,200 

2,284 2,254 2,296
2,373 2,413 2,377

2,439 2,493 2,462 2,431 

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（人）

平成30年 98 95 95 0 (9) 3

令和元年 154 149 149 0 (8) 5

令和２年 130 125 123 2 (7) 7

令和３年 152 152 148 4 (11) 4

令和４年 160 158 156 2 (9) 4

行方不明者届
受理数

発見数
当年受理 前年受理

(再掲)

うち

死亡発見数

当年受理中
未発見数

１か月未満
１か月以上
３か月未満

３か月以上
６か月未満

６か月以上
１年未満

１年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上
合計

575 724 599 776 2,657 1,033 768 833 7,965

187 268 271 345 1,024 222 77 37 2,431

認知症を主たる疾病とする精
神科病院別入院患者

１年以上 全体に占める割合

5,291

1,360

66.43%

55.94%

全体

認知症を主たる疾病とする精
神科病院別入院患者

全体
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【図表３－１－11】「認知症の人と家族の会」への相談状況

【図表３－１－12】「若年性認知症に関する相談窓口」への相談状況

【図表３－１－13】地域包括支援センターへの相談状況

［厚生労働省調査を基に県高齢者生き生き推進課作成］
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※「介護に関すること」は「認知症の対応方法」と「介護者の負担」の合計

56,060 56,367 56,113

66,506

17,220
21,063 26,071 25,719

15,725
20,636 22,069 22,548

13,678 13,843 15,562
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6,611 8,452
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相談件数計

*１ 「症状・対応の方法」，「心身の問題（本人家族）」を含む

*２ 「介護保険関係」，「就労・経済的問題」，「障害福祉に関するこ

と」，「その他サービスや社会資源」を含む

*３ 令和４年度のみ相談内容の内訳を複数回答で集計
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【図表３－１－14】認知症について知っている相談窓口の種類（65歳以上）（複数回答）

[高齢者等実態調査]

【図表３－１－15】認知症について知っている相談窓口の種類（40歳以上64歳以下）（複数回答）

[高齢者等実態調査]

３ 認知症施策の課題

今後の高齢化の進行や，後期高齢者数の増加に伴い，認知症の人の増加が見込まれています。認

知症になっても本人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けること

ができる社会の実現を目指し，認知症施策推進大綱（令和元年６月）や，「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法（令和５年６月）」に基づいて，認知症の方の状態に応じて切れ目のない

サービスの提供を行うこと，国及び市町村の施策との連携を図ること，認知症の人や家族の視点を

重視することを基本としつつ，必要な取組を総合的に推進する必要があります。

また，この基本法に基づき，国が策定することとなっている認知症施策推進基本計画を踏まえ，

都道府県は地域の実情に即した都道府県認知症施策推進計画を策定するよう努めることとなってい

ます。
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その他
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若年者 N=18,586（無回答を除く）
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（29.7%)
（8.1%)
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（44.2%)
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55.0%

(55.8%)

※（ )は令和元年度調査結果

36.7%

25.2%

6.6%

28.9%

6.9%

2.8%

1.1%

41.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

地域包括支援センター

市町村

保健所

医療機関

認知症疾患医療センター

認知症の人と家族の会

その他

知らない

一般高齢者 N=23,666（無回答を除く）

（38.1%)

（25.5%)

（6.8%)

（29.0%)

（8.8%)

（3.4%)

（1.3%)

（38.7%)

知っている

58.4%

（61.3%)

※（ )は令和元年度調査結果
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■各論 第３章 第１節■

４ 本県の認知症施策

⑴ 認知症施策の体系

本県の認知症施策については，県内市町村の認知症施策に関する取組状況について把握等を行う

とともに，国の施策，市町村の施策及び県の関係施策との連携を図りながら，認知症の人やその家

族の視点に立って，「認知症予防の推進」（本章第２節），「認知症の早期診断・早期対応の推進」（本

章第３節），「認知症の人やその家族への支援の充実」（本章第４節）を総合的に推進しています。

【図表３－１－16】認知症施策の体系

[社会保障審議会資料を基に県高齢者生き生き推進課作成]

⑵ 認知症総合支援対策の推進

県では，認知症になっても住み慣れた地域や家庭において暮らし続けることができるよう，認知

症対策について，医療・介護等の関係機関と連携し，認知症に関する正しい理解の普及や支援ネッ

トワークの構築を目的に，鹿児島県認知症総合支援対策促進協議会を設置しています。

また，地域の実情に応じた認知症施策の協議の場として二次医療圏域毎に認知症施策推進会議を

開催して関係者の顔の見えるネットワーク作りを推進しています。

・「通いの場」など，市町村が

実施する介護予防や生活習慣
病予防等の取組支援

医療従事者等の
認知症対応力の向上

・歯科医師，薬剤師，看護師，
医療従事者等の認知症対応力
の向上

確定診断 日常診療認知症疑い

２ 認 知 症 の 早 期 診 断 ・ 早 期 対 応 の 推 進

早期診断・早期対応の体制強化

急性増悪期ケア 日常ケア初期対応

１ 認知症予防の推進

日常ケア

・認知症疾患医療センターを拠点とした関係機関相互のネットワーク形成促進
・認知症初期集中支援チームの活動促進
・もの忘れの相談ができる医師，認知症サポート医の資質向上・活用促進

３ 認 知 症 の 人 や そ の 家 族 へ の 支 援 の 充 実

認知症に関する理解促進と普及啓発 地域における支援の充実・強化

・認知症地域支援推進員の資質向上等
・認知症カフェ，チームオレンジ等の取組促進
・地域の見守り，支援体制の構築支援

○ 国の「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の基本理念を踏まえ，認知症の人が尊厳を保持しつつ
希望を持って暮らすことができるよう，認知症施策を総合的かつ計画的に推進します。

○ 認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し，相互に人格と個性を尊重しつつ支え合い
ながら共生する活力ある社会（＝共生社会）の実現を推進します。

認知症行動・心理症状悪
化時の急性増悪期診療

日常診療

・認知症希望大使の設置，本人活動支援の促進
・認知症サポーターの養成
・認知症月間，認知症県民週間での普及啓発
・相談窓口，認知症ケアパスの普及啓発

若年性認知症施策の推進

健康づくり・社会参加

・若年性認知症に関する普及啓発

・医療・介護・障害・雇用部門等の関係機関と連
携した総合的施策の推進

自宅

かかりつけ医 認知症疾患
医療センター

本人

気づき

自宅
居宅サービス、地域
密着型サービス等

急性
増悪期

短期治療

（精神科医療
機関等）

短期入所等施設を
利用したサービス

老健施設
特養等

認知症
サポート医

初期集中支援チーム

家族 家族
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第２節 認知症予防の推進

１ 健康づくり・社会参加

【現状・課題】

○ 認知症には数多くの原因疾患や病態があり，原因疾患によってあらわれやすい症状や治療方法

が異なります。認知症をきたす原因疾患で最も多いのは，アルツハイマー型認知症で半数以上を

占めています。次いで血管性認知症，レビー小体型認知症が原因疾患として多いと考えられてい

ます。

○ 令和３年人口動態統計によると，本県における血管性認知症の発症要因でもある脳血管疾患に

よる死亡率は全国平均の約1.3倍と高く，高齢者が要介護状態になる要因の第３位となっています。

○ 運動不足の改善，糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の予防，口腔内環境の改善，社会参加によ

る社会的孤立の解消や役割の保持等が，認知症予防に資する可能性があることが示唆されています。

○ 近年，ＭＣＩ（軽度認知障害）の人への予防の重要性が注目されており，厚生労働省研究班が

平成25年６月に公表した推計によると，高齢者の13％がＭＣＩだと言われています。また，この

うち年間10～15％が認知症に移行するとされていることから，良好な生活習慣の維持・改善や認

知機能低下を予防するための継続的な取組が重要です。

○ 認知症予防のための脳活性化教室の開催や，認知機能低下予防及び生活機能低下予防を含む介

護予防の取組については，主に市町村で地域支援事業を活用するなどして展開されています。

また，本県の介護予防に資する住民主体の通いの場の参加者は，本県の高齢者人口の10.0％（令

和３年度）となっており，通いの場の数は徐々に増加しています。

○ 国は，認知症施策推進大綱において，「予防」について，「認知症にならない」という意味で

はなく，「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味で

あるとしています。

○ 国は，共生社会の実現を推進するための認知症基本法において，希望する者が科学的知見に基

づく適切な認知症及び軽度の認知機能の障害の予防に取り組むことができるよう，予防に関する

啓発及び知識の普及並びに地域における活動の推進，予防に係る情報の収集その他の必要な施策

を講ずるものとされています。

【施策の方向】

○ 「健康かごしま21」に基づき，循環器病などの生活習慣病の発症・重症化予防のための健康づ

くりの普及啓発・環境整備の推進に努めます。

○ 閉じこもり予防教室の開催や認知機能を刺激する教室の開催など，市町村の認知症予防（生活

機能低下予防を含む）の取組を促進します。

○ 孤立の解消や役割の保持につながる市町村の「通いの場」の活動等がさらに拡充するよう支援

に努め，保健事業と介護予防の一体的な実施や運動と知的活動を融合した取組など認知症予防に

資する可能性がある取組を推進します。

■各論 第３章 第２節■
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○ 認知症基本法に定められた｢認知症月間」，本県が独自に定めた「認知症を理解し一緒に歩む

県民週間」において，従来高齢者を中心とした広報について対象を拡げ，幅広い世代を対象にＳ

ＮＳを活用した情報発信や講演会等を開催することにより，認知症に関する正しい知識の普及啓

発の拡充に努めます。

第３節 認知症の早期診断・早期対応の推進

１ 早期診断・早期対応の体制強化

【現状・課題】

認知症は，薬で進行を遅らせることができる場合や手術などで改善する場合があり，初期の段階

で診断を受け，適切な治療を開始することが非常に重要であることから，県では，地域における認

知症の専門医療機関である認知症疾患医療センターの設置や関係機関による早期診断・早期対応の

体制構築を進めてきたところです。

今後は，かかりつけ医，認知症サポート医，地域包括支援センター，認知症地域支援推進員，認

知症初期集中支援チーム，認知症疾患医療センター等のさらなる対応力の向上を図るとともに，こ

れらの連携を強化する必要があります。

【図表３－３－１】早期発見・早期対応の意義

［かかりつけ医認知症対応力向上研修テキスト（令和２年３月）］

ア 認知症疾患医療センター等の専門医療機関の役割

○ 認知症の疑いがある人については，かかりつけ医等が認知症サポート医等の支援も受けなが

ら，必要に応じて認知症疾患医療センター等の専門医療機関に紹介する等，速やかに鑑別診断

が行われることが必要です。

○ 認知症疾患医療センターは，地域における認知症医療の専門医療機関及び地域連携推進機関

として，鑑別診断とそれに基づく初期対応や専門医療相談をはじめ，周辺症状と身体合併症へ

の急性期対応等の役割を担っています。

○ 認知症の疑いのある人がより身近な地域で適切な治療ができるよう，二次保健医療圏域（９

圏域）に，１か所以上，計12か所の認知症疾患医療センターを設置しています。

■各論 第３章 第２節，第３節■
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【図表３－３－２】認知症疾患医療センターの役割及び所在地等(令和５年10月末現在)

[県高齢者生き生き推進課作成]

イ かかりつけ医の研修受講の促進

○ 日常の暮らしの中で，本人はもちろん，家族や周囲の人が，認知症の初期症状に気付いた場

合は，早めにかかりつけ医に相談することが重要です。

○ かかりつけ医は，認知症の人を受け入れて，認知症の早期発見や日常的な診療，家族への助

言や専門医療機関へのつなぎ等の役割を担うことが期待されています。

○ 県では，認知症疾患医療センターや認知症サポート医と連携し，「かかりつけ医認知症対応

力向上研修」を実施しており，研修修了者で県ホームページへの掲載に同意した医師を「もの

忘れの相談ができる医師」として公表しています。

○ もの忘れの相談ができる医師の数は，令和５年10月末現在で485人ですが，身近で相談でき

る体制を充実するため，今後とも，かかりつけ医に対する認知症対応力向上研修を実施し，人

材育成の強化を図る必要があります。

ウ 認知症サポート医の確保と活用

○ 認知症サポート医の数は，令和５年10月末現在で318人であり，地域において，かかりつけ

医への助言をはじめ，市町村が設置した認知症初期集中支援チームのチーム員やかかりつけ医

の認知症対応力向上研修の講師等として活躍しています。

○ 県では，認知症サポート医の資質向上や認知症医療の連携体制の強化を図るため，平成24年

度から，県医師会と連携して，認知症サポート医フォローアップ研修を実施しています。

〈役割〉

①鑑別診断（確定診断）とそれに基づく初期対応

②周辺症状と身体合併症への急性期対応

③専門医療相談

④認知症疾患医療連携協議会の運営

⑤研修会の開催

⑥診断後等支援機能 など

■各論 第３章 第３節■
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■各論 第３章 第３節■

【図表３－３－３】認知症施策を推進する人材の圏域別状況（令和５年10月末現在）

[県高齢者生き生き推進課調べ]

【図表３－３－４】認知症施策を推進する人材育成の年度別状況（医療）（単位：人）

[県高齢者生き生き推進課調べ]

エ 認知症初期集中支援チームの活動促進

○ 早期診断・早期対応に向けた取組として認知症初期集中支援チームが全市町村に設置され，

複数の専門職が認知症が疑われる人又は認知症の人やその家族を訪問し，アセスメント及び初

期の支援を包括的・集中的に行い，自立生活のサポートを行う取組を進めています。

○ 認知症初期集中支援チームが効果的に機能するよう，認知症初期集中支援チームの役割や機

能について，地域住民や関係機関等に対し普及啓発を図ることが必要です。

○ チームの対応力の向上及び適切な医療・介護サービス等に速やかにつなぐ体制の強化を図る

必要があります。

圏域 鹿児島 南薩 川薩 出水 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 合計

認知症
サポート医 120 21 35 14 38 20 28 8 34 318

もの忘れの相談
ができる医師 195 53 53 25 69 17 33 11 29 485

令和２年度 令和３年度 令和４年度

かかりつけ医認知症対応力向上研修 65 51 103

認知症サポート医養成研修 4 21 20

認知症サポート医フォローアップ研修 126 123 177
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■各論 第３章 第３節■

【図表３－３－５】認知症初期集中支援チームの概要

[厚生労働省資料を基に県高齢者生き生き推進課作成]

オ 関係機関や地域との連携

○ 認知症疾患医療センターの鑑別診断で認知症と診断された方のうち63.9％の人が自宅での生

活を続けています。認知症の人の在宅生活を支援し，必要なサービスにつなげていくためにも，

関係機関の情報共有など医療と介護の連携体制を強化する必要があります。

○ 認知症疾患医療センターは，地域連携推進機関として，認知症疾患医療連携協議会の開催等

を通じて，かかりつけ医やサポート医をはじめ，地域包括支援センターや認知症初期集中支援

チーム，保健所等と連携し，顔の見える関係をつくることにより，早期診断・早期対応及びサ

ービス提供の体制構築に努めています。

【図表３－３－６】鑑別診断後の処遇結果

[令和４年度認知症疾患医療センター鑑別診断状況調査]

26.2% 15.9% 21.8% 20.1%

0.3% 1.4%

8.3%

5.1%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外来（疾患センター） 外来（他医療機関） 外来（両方） 入院（疾患センター） 入院（連携先）
入院（その他） 鑑別診断のみ 経過観察 その他

(30.5%) (19.3%) (15.0%) (22.4%)

(0.2%) (2.8%)

(7.4%)

(2.1%)

(0.2%)

鑑別診断後の居住場所が自宅：６３．９％（６４．９％）
※（）内は前回(R元年度)調査結果
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■各論 第３章 第３節■

【図表３－３－７】認知症に対する医療連携体制イメージ

[県高齢者生き生き推進課作成]

【施策の方向】

○ 基幹型認知症疾患医療センターを中心に，地域における認知症の専門機関である認知症疾患医

療センターにおいて，かかりつけ医や認知症サポート医等と連携した早期診断・早期対応の体制

構築を推進し，地域医療機関と連携した適切な医療等を提供します。

○ 認知症疾患医療センター，医師会と連携しながら，地域における身近な相談者であるもの忘れ

の相談ができる医師の養成や相談先として引き続き県民への周知に努めます。

○ 市町村において地域の認知症サポート医を活用できるよう地域の認知症サポート医を養成する

とともに，認知症サポート医が役割を十分に発揮できるよう，医師会等と連携し，フォローアッ

プ研修により，認知症サポート医の資質向上を図ります。

○ 市町村が設置している認知症初期集中支援チームが効果的に機能するよう，研修等を通じてチ

ーム員の対応力の向上を図ります。また，チームの役割等についての県民への普及啓発，チーム

の運営・活用に係る市町村の取組を促進するとともに先進事例の情報提供等の支援に努めます。

○ 認知症疾患医療センターによる認知症疾患医療連携協議会の運営や，認知症サポート医やかか

りつけ医，地域包括支援センター等との連携強化を支援し，認知症疾患医療センターを拠点とし

た関係機関相互のネットワークの形成を促進します。

○ 身体合併症が見られる認知症の人が適切な医療・介護を受けられるよう，かかりつけ医や認知

症疾患医療センターと協力医療機関等関係機関の連携強化を図ります。
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２ 医療従事者等の認知症対応力の向上

【現状・課題】

○ かかりつけ歯科医師による口腔機能の管理や，かかりつけ薬局における服薬指導等の場におい

て，認知症の疑いがある人に早期に気づき，かかりつけ医等と連携して適切に対応していく必要

があります。

○ 認知症の人の身体合併症等への対応を行う一般病院勤務の医療従事者は，身体合併症への早期

対応と認知症への適切な対応など，バランスのとれた対応が求められます。

○ 入院，外来，訪問等を通じて認知症の人と関わる医療従事者は，適切な対応を行うために，認

知症への対応力を高める必要があります。

○ 県では，歯科医師，薬剤師，病院勤務の医療従事者及び看護職員を対象とした認知症対応力向

上研修を実施しています。

【施策の方向】

○ 県医師会，県歯科医師会，県薬剤師会と連携して，歯科医師や薬剤師を対象とし，認知症への

理解を深め，認知症の人やその介護家族を支えるための基礎知識の習得を目的とした研修を実施

し，認知症の早期発見体制の充実・強化及びその後の認知症の人の状況に応じた口腔機能の管理

や服薬指導等の支援促進に努めます。

○ 県看護協会と連携しながら，病院に勤務する看護師等の医療従事者を対象として，認知症の基

礎知識や個々の認知症の特徴等に対する実践的な対応力の習得を目的とした研修を実施し，認知

症の早期発見・早期対応体制の充実・強化及び認知症ケアの向上に努めます。

○ 身体合併症のある認知症の人に，医療機関や介護施設等で適切な治療やリハビリテーションが

実施されるよう，医療・介護従事者の認知症対応力の向上を図ります。

第４節 認知症の人やその家族への支援の充実

１ 認知症に関する理解促進と普及啓発

【現状・課題】

たとえ認知症になっても，周囲の人の理解と気遣いがあれば，進行の程度にもよりますが，住み

慣れた地域で尊厳をもって暮らし続けることが可能です。

そのためには，地域住民をはじめとする多くの方が，認知症について正しく理解し，偏見を持た

ず，認知症の人やその家族を支援することが大切です。

国は令和４年度に行った認知症施策推進大綱の中間評価をうけて目標の見直しを行い，認知症サ

ポーター*1の養成をさらに進めるとともに，地域包括支援センター及び認知症疾患医療センターの

周知強化，認知症の人本人による発信への支援を推進するよう求めています。

また，令和６年１月に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」では，認知

症についての関心と理解を深めるため，認知症の日(９月21日)及び認知症月間(９月１日から30日)

が設けられたほか，認知症の人の意思決定支援や社会参加の機会の確保を通じてその個性と能力を

*1 認知症サポーター…認知症サポーター養成講座を修了した者で，認知症を正しく理解し，認知症の人とその家族を見守る応援者をいう。

■各論 第３章 第３節，第４節■
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十分に発揮することができるようにすることとされております。

県では，各市町村や各関係機関と連携して認知症の正しい理解の普及啓発活動に取り組んでいます。

ア 認知症ケアパスの普及啓発

○ 認知症の人やその家族が，認知症と疑われる症状が出現した場合に早期に気づき，医療・介

護サービスへのアクセス方法やどのような支援を受けることができるのかを早めに理解するこ

とが，その後の生活に対する安心感につながることから，地域ごとに医療・介護の適切な連携

を確保し，認知症の容態に応じた適切なサービス提供の流れを確立する必要があります。

○ 市町村においては，地域の実情に応じて，その地域ごとの認知症ケアパスを作成し，認知症

の人の生活機能障害の進行にあわせて，いつ，どこで，どのような医療・介護サービスや福祉

サービスを受けられるのか，具体的な機関名やケア内容等が，あらかじめ，認知症の人やその

家族に提示されるように努めています。

【図表３－４－１】認知症ケアパスのイメージ

[厚生労働省資料]

イ 認知症サポーターとキャラバン・メイト*2の養成

○ 認知症の人やその家族の理解者である認知症サポーターの養成講座は，主に市町村において，

民生委員や在宅福祉アドバイザー，老人クラブ，自治会，見守りボランティア等の地域住民や

小売店，金融機関，交通機関，警察署など様々な企業・団体のほか，小・中学生等の若い世代

等を対象に実施されており，令和５年６月末現在，県内で約20万人の認知症サポーターが養成

されています。

○ 特に，認知症の人と地域で関わる機会が多いことが想定される，小売業，金融機関，公共交

通機関等の従業員等をはじめ，人格形成の重要な時期である子ども・学生に対する養成講座を

拡大する必要があります。

○ 県では，認知症サポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトの養成研修を全国キャ

ラバン・メイト連絡協議会の支援を受け実施しています。

*2 キャラバン・メイト…キャラバン・メイト養成研修を修了し，「認知症サポーター養成講座」の講師となる人。

■各論 第３章 第４節■
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■各論 第３章 第４節■

【図表３－４－２】認知症サポーター養成数（推計）等の推移 （単位：人）

[全国キャラバン・メイト連絡協議会調べ]

ウ 県民への啓発活動

○ 毎年９月21日は，「世界アルツハイマーデー」とされており，認知症への理解促進を図る活

動や，認知症の人やその家族を支援する活動等が各地で行われています。

○ 県では，県民の認知症に関する正しい理解の更なる普及啓発や，認知症高齢者等にやさしい

地域づくりのための取組に向けた気運の醸成を図るため，平成30年度に「認知症を理解し一緒

に歩む県民週間」を設定しました。

○ 県民週間を中心に，県内各地で認知症に関する講演会の開催や「公益社団法人認知症の人と

家族の会鹿児島県支部」と共催で，認知症支援を訴えるリーフレット等を配布する街頭活動を

実施するほか，企業等の協力を得て，ランドマークのライトアップ等による啓発に取り組んで

います。

また，市町村においても，認知症サポーター養成講座や認知症カフェなどの認知症に関する

普及啓発の取組が行われています。

○ 県民の皆様からの要望に応じて，県の取組を直接説明する「かごしま県政出前セミナー」を

通じて，認知症の正しい理解等に関する普及啓発を行っています。

○ 認知症に関する正しい理解の更なる普及啓発や，認知症の人本人の社会参加の促進に向けて，

認知症の人本人による情報発信への支援が必要とされています。

エ 相談窓口の周知・広報

○ 高齢者等実態調査結果によると，65歳以上で約42％の方が，65歳未満で約45％の方が，認知

症の相談窓口を知らない」と回答しています。

○ 地域包括支援センター等に相談に訪れた時には，認知症の症状の悪化により，地域での対応

が困難となっているケースも少なくありません。

○ 認知症になっても，できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるためには，早期に地域包括支

援センターや認知症初期集中支援チーム等が介入し，本人の必要なサービスにつながるよう，

認知症ケアパスなどを活用した認知症の相談窓口の周知や広報等に努める必要があります。

令和３度末現在 令和４年度末現在 令和５年６月末現在
認知症サポーター養成数 195,059人 204,362人 205,607人
キャラバン・メイト養成数 2,336人 2,368人 2,328人
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■各論 第３章 第４節■

【図表３－４－３】相談窓口の紹介の紹介

○ 地域包括支援センター

保健・医療・介護・福祉等の総合相談，虐待の防止や人権・財産などを守る権利擁護，

地域の様々な関係者・資源を活用した生活支援など，高齢者の生活を支える総合機関とし

て各市町村に設置（県内に63か所）され，保健師，社会福祉士，主任介護支援専門員（ケ

アマネジャー）等が配置されています。

○ 認知症に関する疑問や悩みの電話相談窓口

公益社団法人認知症の人と家族の会鹿児島県支部で，介護体験者や専門職（看護師，社

会福祉士，介護支援専門員等）が，電話及び来訪での相談を受け付けています。相談は無

料です（県・鹿児島市委託事業）。

問合せ先 電話・ＦＡＸ ０９９－２５７－３８８７

利用時間 月～金曜日午前１０時～午後４時（年末・年始・祝祭日を除く）

運営主体 公益社団法人認知症の人と家族の会鹿児島県支部（やすら木会）

〒890-8517 鹿児島市鴨池新町１－７ 鹿児島県社会福祉センター２階

※ まずはお気軽に最寄りの地域包括支援センターに御相談ください。

［県高齢者生き生き推進課作成］

【施策の方向】

○ 認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように，市町村が作成し

た認知症ケアパスについて，県のホームページや広報誌への掲載等により普及啓発に努めます。

○ 市町村等と連携して，引き続き認知症サポーターの養成に取り組みます。特に，認知症の人と

地域で関わることが多いことが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の従業員等や，若

いうちから認知症の理解を促進するため，子ども・学生を対象とした認知症サポーター養成講座

の実施を促進します。

○ 地域全体で認知症の人やその家族を支えるため，認知症月間中，ＳＮＳや県のホームページを

活用した広報，講演会や研修会等の実施等，県民が親しみやすい方法を用いての啓発活動に取り

組みます。世界アルツハイマーデー(９月21日)を含む一週間は，ランドマークのライトアップや

パネル展示など，「認知症を理解し一緒に歩む県民週間」として，普及啓発の強化・拡充に取り

組みます。

○ 認知症カフェや交流会，本人ミーティングなどの機会を捉えて，認知症の人やその家族の声を

聴き，必要な取組につなげるとともに，認知症希望大使など，認知症の人本人の社会参加を支援

します。

○ 認知症に関する情報発信の場として，図書館等の積極的な活用を図ります。

○ 「かごしま県政出前セミナー」を活用した普及啓発の取組を促進します。

○ 地域での生活が困難になる前に適切な支援につながるよう，市町村が作成する認知症ケアパス

などを活用し，認知症に関する基礎的な情報とともに，地域包括支援センターや認知症疾患医療

センター等の相談窓口の一層の周知に努めます。

-108-



■各論 第３章 第４節■

２ 地域における支援の充実・強化

【現状・課題】

令和５年10月１日現在，県の要介護（要支援）認定者のうち，認知症の症状が見られる（認知症

高齢者の日常生活自立度ランクⅡ以上）高齢者は，62,882人であり，そのうち約１割の方は医療機

関で，約３割の方は介護施設等で暮らしています。

認知症になってからも住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認

知症バリアフリー」の取組として，認知症に関する理解の普及啓発とともに地域支援の強化を図る

ことが必要です

一方で，介護を行うようになって介護者に生じた体調や生活状況の変化を見ると，「身体的・精

神的負担が大きくなった」，「家を留守にできなくなったり，自由に行動できなくなった」，「人間

の尊厳や自身の老後について考えるようになった」，「気分が落ち込みやすくなったり，外出や人

との関わりがおっくうになった」，「仕事を中断したり辞めなければならなくなった」と回答した

割合が，介護者全体と比べて，認知症の人の介護を行っている人の方が高くなっており，認知症の

人を在宅で介護することの負担が大きいことが分かります。

認知症の人が住み慣れた自宅等での生活を続けるためには，在宅介護の負担軽減のために，身近

な地域で必要な医療，介護サービスが適切に提供されることが必要です。

【図表３－４－４】認知症高齢者の現在の生活場所（令和５年10月１日現在）

[県高齢者生き生き推進課作成]

【図表３－４－５】介護を行うようになって体調や生活状況に変化が生じたか（複数回答）

[高齢者等実態調査]
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17.9%

8.8%

26.1%

6.7%

21.7%

6.7%

15.1%

8.3%

29.5%

18.5%

10.2%

35.0%

8.9%

29.4%

8.6%

13.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

家族の絆が強まったり，生きがいになった

人間の尊厳や自身の老後について考えるよ うになった

健康づくり・体力づくりを心がけるようになった

友人や地域の人などの周囲の人の協力や，つ ながりを実感できるように

なった

身体的・精神的負担が大きくなった

仕事を中断したり辞めなければならなくなった

家を留守にできなくなったり，自由に行動でき なくなった

気分が落ち込みやすくなったり ，外出や人との関わりがお っくうになった

特に変化はない

① 在宅要介護（要支援）者の介護者 ② ①のうち，認知症の人（日常生活自立度Ⅱ以上）の介護者

居宅等

57.8%

介護老人福祉施設

12.7%

グループホーム

7.4%

介護老人保健施設

6.6%

特定施設

2.7%

介護医療院

1.2%

介護療養型医療施設

0.2%

医療機関

11.4%

介護施設等

30.8%
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■各論 第３章 第４節■

ア 地域での生活を支える介護サービス等の充実

○ 認知症グループホーム（認知症対応型共同生活介護）等は，地域の住民と交流を図りなが

ら利用者へのサービスを提供する地域に開かれた事業運営が求められており，地域における

認知症ケアの拠点として認知症カフェ等の事業を積極的に展開することが期待されています。

○ 県においては，介護従事者が適切な認知症ケアを身につけるための実践的な研修を実施し

ており，研修修了者が認知症介護の専門性を地域で十分に発揮することにより地域の介護サ

ービスの充実・向上が図られることが重要です。

イ 認知症地域支援推進員の活動促進

○ 市町村では，認知症地域支援推進員が，地域の支援機関間の連携づくりや，「認知症ケア

パス」の活用の促進，認知症カフェを活用した取組の実施，社会参加活動促進等を通じた地

域支援体制づくり，認知症の人や家族への相談対応等を行っています。

また，県では，認知症地域支援推進員の資質向上を図るための研修を実施しています。

○ 地域における支援体制の強化と認知症ケアの向上が図られるよう，認知症地域支援推進員

の安定的な育成・確保に加え，推進員の質の向上が必要です。

ウ 地域での本人や家族の交流促進・支援

○ 認知症の人やその家族，地域住民等が気軽に集まり，情報を共有し，お互いを理解し合う

場である認知症カフェは，市町村や民間事業所など地域の実情に応じた様々な主体が運営し

ており，令和５年７月末時点で，42市町村168か所設置されています。

○ 住み慣れた自宅での生活を続けていくためには，家族等の介護者が症状の段階に応じた適

切な認知症ケアの知識・技術を身につけ，認知症の人が穏やかに生活できる環境を整えると

ともに，家族交流会の開催や認知症カフェなどの取組により，介護者の負担軽減を図る必要

があります。

○ 地域においても，地域包括支援センターや住民の自主組織が主体となって，介護者が集い，

不安や悩みを語り合える家族交流会が開催されています。

○ 令和５年６月末現在，県内で約20万人の認知症サポーターが養成されています。

このうち，より活動に意欲のある認知症サポーターを認知症の人への具体的な支援につな

げる仕組みづくりを進める必要があります。

エ 地域の見守り体制の構築支援

○ 高齢者等実態調査によると，在宅の要介護（要支援）者のうち，認知症の人（認知症高齢

者の日常生活自立度ランクⅡ以上の方）の約３割の人が，単身で暮らしています。認知症の

人を地域全体で支える体制の構築は喫緊の課題です。

○ 警察庁の調査によると，全国で令和４年に認知症またはその疑いで行方不明となり警察に

届出があった数は，18,709人で年々増加しており，認知症の人を地域で見守る体制の構築に

ついても今後一層重要となります。

○ 県警察本部の調査によると，本県の認知症が疑われる人の行方不明者届受理数は，令和４

年は160件となっています。
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○ 認知症の人が行方不明になった場合に，早期に発見し，事故等を未然に防ぐためには，住

民一人ひとりが高齢者の目線を意識した日常の声かけなどで行方不明を防止するなど，地域

社会の見守りの目を増やしていくとともに，市町村域を超えた広域的なネットワークの構築

に一体的に取り組む必要があります。

○ 市町村においては，認知症の人が，外出時，道がわからなくなってしまうことに備えて，

地域住民，医療・介護関係者や商店などと連携する「徘徊ＳＯＳネットワーク」等の構築や

徘徊模擬訓練を実施しています。

○ 市町村域又は都道府県域を超えて行方不明となった認知症高齢者等の発見に向けては，市

町村からの要請により，他市町村や他都道府県への協力依頼を行うほか，厚生労働省の身元

不明者に係る特設サイトを活用し，身元不明のまま県内で保護されている方の情報をホーム

ページに掲載することにより，県内外で身元不明者の情報共有を図っています。

○ 認知症の人の消費者問題については，認知症により判断力が低下した人が，十分な判断が

できないまま事業者と契約し，被害に巻き込まれるケース等が発生しています。

○ 認知症等の高齢者本人は自分が被害に遭っているという認識が低く，問題が顕在化しにく

い傾向があります。

○ このような消費者被害を未然に防止するためには，家族や周りの方々が日頃から認知症の

人の様子を気にかけるなど，地域の関係機関・団体と認知症の人を見守る方々の連携した取

組が重要となっています。

【図表３－４－６】地域の家族会，家族交流会

地 域 名 称

出水市 きさらぎ会

いちき串木野市 認知症カフェ「かたいもんそ」

奄美市 認知症の人と家族と支援者の会

喜界町 認知症の人と家族の会鹿児島県支部地区会「よ～りよ～り」

[県高齢者生き生き推進課作成]

【図表３－４－７】認知症の人の家族構成

[高齢者等実態調査]

31.1% 48.2% 17.6%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

在宅要介護者のうち認知症の方

（日常生活自立度Ⅱ以上）

一人暮らし 家族などと同居 その他（施設入居など） 無回答

(30.8%) (48.0%) (18.3%)

(2.9%)
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【図表３－４－８】行方不明となった人への対応イメージ

[県高齢者生き生き推進課作成]

【施策の方向】

ア 地域での生活を支える介護サービス等の充実

○ 市町村と連携し，認知症の人が利用する認知症高齢者グループホーム等が地域との交流を図

りながら介護相談や認知症カフェの開催など地域の認知症ケアの拠点としての機能が発揮でき

るようその取組を促進します。

○ 認知症の人への適切なケアが提供されるよう，引き続き介護従事者に対する研修の実施によ

る認知症ケアにおける実践的な対応力の向上を図り，地域における介護サービスの充実を図り

ます。

○ 介護支援専門員や地域包括支援センター職員等への研修を実施し，認知症の人への適切なケ

アマネージメントを支援します。

イ 認知症地域支援推進員の活動促進

○ 認知症地域支援推進員が地域の実情に応じた効果的な取組が推進できるよう，引き続き，研

修等を通じた資質向上に努めます。

ウ 地域での本人や家族の交流促進・支援

○ 認知症の人やその家族，地域住民が気軽に集い，医療・介護専門職などに心配事や認知症に

関しての相談ができたり，相互の交流を図ることができる認知症カフェの取組を促進するとと

もに，認知症の人本人が，自身の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う，本人交

流等の取組を支援します。
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○ 家族介護者の精神的負担の軽減や在宅介護に関する知識の習得を図るために，家族交流会の

開催等を支援します。

○ 市町村等と連携して，認知症サポーターの養成に取り組みます。

また，できる範囲で手助けを行うという認知症サポーターの活動の任意性は維持しつつ，地

域においてステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援チームを作り，認知症の

人本人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組みである「チームオレン

ジ」の整備を支援します。

○ 市町村のチームオレンジの整備を促進するため，チームオレンジ伴走型支援を実施し，チー

ムオレンジチューターによる指導助言や現地支援など整備の加速化を支援し，未整備地域への

横展開を図るなど，令和７年末までに全市町村での整備を目指します。

【図表３－４－９】チームオレンジのイメージ

[厚生労働省資料]

エ 地域の見守り体制の構築支援

○ 先進事例等の情報提供などを通じて，市町村の実情に応じた日常の見守り体制の構築を支援

します。

○ 徘徊模擬訓練の実施など，住民や民間事業所・警察等と連携したネットワークの構築・強化

に向けた市町村の取組を促進します。

○ 県消費生活センターと関係機関・団体からなる「鹿児島県消費者安全確保地域協議会」にお

いて情報共有を行い，関係機関・団体が連携した効果的な取組を推進します。

○ 市町村における「消費者安全確保地域協議会」の設置に向け，情報提供や研修等を行い，認

知症の人の消費者被害を防止するため，地域での見守り体制の強化を図ります。

３ 若年性認知症の人への支援

【現状・課題】

○ 令和５年10月１日現在，本県の要介護（要支援）認定者のうち，見守り等の必要な認知症の症

状が見られる（認知症高齢者の日常生活自立度ランクⅡ以上）40歳以上64歳以下の人は566人です。
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○ 若年性認知症は，高齢者の認知症と比較して進行が速い特徴があり，原因疾患としては，アル

ツハイマー型認知症と血管性認知症が大きな割合を占めています。

また，認知症を発症しても，うつ病など他の病気に間違われやすく，診断がつくまでに時間を

要したり，本人や家族がその事実を受け止めるのに時間がかかったりするなど，適切な支援にな

かなか結びつかないのが現状です。

○ 若年性認知症は，年齢により利用できる制度が介護または障害関係の施策と分かれることに加

え，発症により仕事に支障が生じるなどして経済的に困難な状況に陥ったり，介護を担う配偶者

に仕事と介護で大きな負担がかかる等，医療，介護，障害，雇用部門など，総合的な支援体制が

必要とされています。

○ 若年性認知症の人が交流できる居場所づくりや，若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参

加支援が求められています。

また，若年性認知症に関する理解を深めるために，若年性認知症の人本人による発信を支援す

る必要があります。

○ 県では，若年性認知症の人が適切な支援を受けられるよう，若年性認知症支援コーディネータ

ーの配置や若年性認知症支援相談窓口を設置し，若年性認知症の人やその家族の相談に対応して

います。

また，本人や家族交流会等を通じた支援ニーズの把握や，支援機関や雇用部門を対象としたセ

ミナーを実施し，若年性認知症の理解促進を図っています。

○ 共生社会の実現を推進するための認知症基本法においても，若年性認知症の人その他の認知症

の人の意欲及び能力に応じた雇用の継続，円滑な就職等に資するよう，事業主に対する若年性認

知症の人その他の認知症の人の就労に関する啓発及び知識の普及その他の必要な施策を講ずるも

のとされており，引き続き若年性認知症の人やその家族への支援に係る施策の展開を図る必要が

あります。

【図表３－４－10】若年性認知症の原因疾患 【図表３－４－11】若年性認知症の有病率(推計)

［全国］ ［全国］

[令和２年３月 日本医療研究開発機構認知症研究開発事業による「若年性認知症の有病率・生活実

態把握と多元的データ共有システムの開発」]

アルツハイマー

型認知症

52.6%

脳血管性認

知症

17.1%

前頭側頭型

認知症

9.4%

外傷による

認知症

4.2%

レビ-小体型認知症/

パーキンソン病によ

る認知症
4.1%

その他

12.6% 男性 女性 総数

18-29 4.8 1.9 3.4

30-34 5.7 1.5 3.7

35-39 7.3 3.7 5.5

40-44 10.9 5.7 8.3

45-49 17.4 17.3 17.4

50-54 51.3 35.0 43.2

55-59 123.9 97.0 110.3

60-64 325.3 226.3 274.9

18-64 ー ー 50.9

年齢
人口10万人当たり有病率（人）
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【図表３－４－12】若年性認知症相談窓口の紹介

○ 若年性認知症に関する相談窓口

七福神グループ 社会福祉法人 天佑会内に県が配置している若年性認知症支援コーディ

ネーターが対応します。相談は無料です。（県委託事業）

問合せ先 電話・ＦＡＸ ０９９－２５１－４０１０

利用時間 月～金曜日午前10時～午後５時（年末・年始・祝祭日を除く）

運営主体 七福神グループ 社会福祉法人 天佑会

〒890-0082 鹿児島市紫原５丁目２０番１８号

○ 若年性認知症コールセンター（厚生労働省開設）

若年性認知症特有の様々な疑問や悩みに対し，専門教育を受けた相談員が対応します。

相談は無料です。

問合せ先 フリーコール ０８００－１００－２７０７（無料）

利用時間 月～金曜日午前10時～午後３時，ただし水曜日午前10時～午後７時

（年末・年始・祝祭日を除く）

運営主体 社会福祉法人仁至会 認知症介護研究・研修大府センター

〒474-0037 愛知県大府市半月町3-294

※ まずはお気軽に最寄りの地域包括支援センターに御相談ください。

[県高齢者生き生き推進課作成]

【施策の方向】

○ 早期に診断を受け，様々な制度を利用して，病気の進行を遅らせたり，生活を安定させること

が大切ですが，認知症の初期症状では，うつ病や別の病気と間違われやすく，早期の治療につな

がりにくい場合があるため，若年性認知症に関する正しい理解の普及啓発を図ります。

○ 若年性認知症支援コーディネーターを配置し相談窓口を設置するとともに，地域の相談窓口で

ある地域包括支援センターと連携して本人や家族が適切な支援を受けられるようネットワーク構

築を推進します。

また，地域包括支援センター職員や支援関係者を対象とした若年性認知症研修会等を実施し，

認知症対応力向上に努めます。さらに本人ミーティング・家族交流会の開催など，本人・家族等

が相談しやすい環境づくりに取り組むとともに，若年性認知症の人の視点に立った施策を総合的

に推進します。

○ 本人ミーティングや家族交流会の機会を捉えて，若年性認知症の人やその家族の声を聴き，必

要な取組を行うとともに，若年性認知症に関する理解等について「認知症希望大使」など若年性

認知症の人本人からの発信の機会を設け支援します。

○ 若年性認知症の人に対する就労支援などの取組に向けて，支援機関等とのネットワークを構築

するとともに，企業等への理解の普及促進に努めます。

○ 就労継続支援事業所等での若年性認知症の人の受入の実態を把握し，好事例の収集・提供に努

めます。
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第５節 高齢者の権利擁護

１ 高齢者虐待防止の推進

【現状・課題】

○ 家庭内虐待の令和４年度の相談・通報件数は471件，市町村が虐待と判断した件数は124件とな

っています。

○ 家庭内虐待の主な発生要因は，「虐待者の介護疲れ・介護ストレス」等となっており，早期発

見・早期対応や介護者への支援が必要です。

○ 家庭内虐待においては，息子，夫など男性介護者が虐待者になる割合が約７割を占め，虐待行

為の種類としては，身体的虐待と心理的虐待が多く，複数の種類が同時に起こっている場合があ

ります。

○ 虐待を受けた高齢者の約８割は女性で，年齢別で見ると80歳以上が約７割を占めています。

○ 虐待を受けた高齢者のうち，要介護認定を受けている方は約６割で，そのうちの約７割の方は，

日常生活を送るために何らかの見守りを必要とする認知症高齢者です

○ 施設内虐待の令和４年度の相談・通報件数は25件，市町村が虐待と判断した件数は７件となっ

ています。

○ 施設内虐待の主な発生要因は「職員の指導管理体制が不十分」及び「職員の虐待や権利擁護，

身体拘束に関する知識･意識の不足」等となっており，管理職や介護職員への研修等の実施によ

る対応力の強化が必要です。

○ 高齢者虐待の相談対応・事実確認等，市町村による速やかな対応が求められています。

【図表３－５－１】市町村における相談・通報件数及び虐待件数の推移 （単位：件）

［県高齢者生き生き推進課調べ］

相談・通報件数 虐待判断件数 相談・通報件数 虐待判断件数

平成30年度 233 109 23 9

令和元年度 291 111 31 8

令和２年度 406 137 18 7

令和３年度 469 111 26 11

令和４年度 471 124 25 7

家庭内虐待 施設内虐待調査対象
年　　　度

■各論 第３章 第５節■
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【図表３－５－２】本県の家庭内虐待の状況（令和４年度）

（虐待者の状況） （虐待行為の類型）※重複あり

（被虐待者の性別） （被虐待者の年齢）

【施策の方向】

○ ホームページや広報誌，リーフレットなど各種媒体を活用した高齢者虐待に関する普及啓発に

努めます。

○ 介護施設等の管理者・従事者及び市町村・地域包括支援センター職員に対する高齢者権利擁護

の意識の向上を図るための研修を実施します。

○ 市町村や関係団体等で構成する県高齢者虐待防止推進会議において，関係機関相互の密接な連

携を確保し，高齢者虐待防止対策の推進を図ります。

○ 高齢者虐待防止対策の推進に当たっては，認知症施策と連携した取組に努めるとともに，見守

りの必要な認知症の人も増えていくことが見込まれることから，高齢者が地域で安心して日常生

活を送れるよう，地域見守りネットワークの取組を支援します。

○ 施設内における高齢者虐待の通報等があったときに，円滑かつ効果的に対応するため，市町村

の虐待対応部局と県の指導監督部局の連携強化を図ります。

○ 市町村とともに虐待対応の体制等について，現状把握や課題分析を行い，高齢者虐待防止の一

層の推進に努めます。

２ 成年後見制度等の活用促進

【現状・課題】

○ 高齢化の進行に伴い，認知症等により判断能力が十分でないため福祉サービスの利用手続や金

銭管理等が難しく，日常生活に支障をきたしている事例が増えています。

男

24.0%

女

76.0%

65－69歳

8.5%

70－74歳

14.7%

75－79歳

8.5%

80－84歳

28.7%

85－89歳

21.7%

90歳以上

17.1%

不明

0.8%

息子

48.1%

夫

20.7%

娘

20.0%

兄弟姉妹

6.7%

息子の配偶者（嫁）

2.2%

妻

0.7%

その他

1.5%

身体的虐待

44.7%

心理的虐待

30.7%

介護放棄等

14.5%

経済的虐待

10.1%
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○ 福祉サービスの利用手続や日常的な金銭管理の援助，書類等預かりサービスなどを行い日常生

活を支援するとともに，家庭裁判所が選任した法定後見人（保佐人，補助人）又は任意後見契約

に基づく任意後見人が，本人に代わって不動産の処分等を含む法律行為を行うことができる成年

後見制度の活用を促進する必要があります。

○ 成年後見制度における市町村長申立ての活用を促進するため，市町村と協力して，審判請求の

円滑な実施に資するための相談体制整備等に努める必要があります。

○ 福祉サービスの利用契約の支援等を中心とした身上監護等の後見人として，弁護士などの専門

職後見人ではなく，市民がボランティアとして後見活動を行う市民後見人の育成や体制整備が課

題となっています。

○ 国が平成29年３月，成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく成年後見制度利用促進基

本計画を閣議決定したことに伴い，都道府県は市町村が講じる措置を推進するため，各市町村の

区域を超えた広域的な見地から必要な助言等を行うことが求められています。

【施策の方向】

１ 福祉サービス利用支援事業（日常生活自立支援事業）への支援

○ 認知症高齢者などの判断能力が十分でない方が，住み慣れた家庭や地域で，自立した生活を

送ることができるよう，県社会福祉協議会及び市町村社会福祉協議会が行う，福祉サービス利

用支援事業（日常生活自立支援事業）を支援します。

２ 成年後見制度の活用促進

○ 国が策定した成年後見制度利用促進基本計画に基づき，広域的な観点から，市町村，家庭裁

判所，弁護士会，司法書士会，社会福祉士会等と連携して，成年後見制度に関する情報提供や

普及啓発を行うほか，市町村職員を含めた関係者の資質向上の取組を支援します。

○ 成年後見制度利用支援事業など，市町村における取組等を支援することにより，制度の活用

促進を図ります。

３ 成年後見制度における市町村長申立ての活用の促進

○ 成年後見制度の活用を図るため，市町村長申立てによる審判請求の実施に関し，助言その他

の援助，市町村長申立て研修を行います。

４ 後見等の業務を適正に行うことのできる人材の育成及び活用

○ 市町村が主体となって行う市民後見人養成研修の実施や活動を支援する体制の整備につい

て，支援を行います。

また，国の成年後見制度利用促進基本計画において実施を求められている都道府県による担

い手育成方針の策定等を行います。

５ 成年後見制度利用促進基本計画に基づく市町村との連携

○ 国の成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ，市町村が行う地域連携ネットワークの構築等

の取組を促進します。
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